別紙様式






	令和８年度





社会福祉法人
指導監査資料












	法人名
	

	指導監査
実施年月日
	令和　　年　　月　　日



令和８年度版　久慈市

○　添付書類チェックリスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



□　（1）　定款、定款細則及び定款細則別表等（専決に関する規程を含む）
　□　（2）　経理規程、経理規程細則及び経理規程別表（勘定科目一覧を含む。）
□   (3)   資産（土地・建物）等の配置状況が分かる図面
　□　（4）　借入金償還計画書及び金融機関発行の「証書貸付ご融資のお知らせ」の写し
□　（5）　法人登記事項証明書　(履歴事項全部証明書)の写し (直近)
□　（6）　社会福祉事業の用に供する土地及び建物の登記事項証明書の写し　(直近)
　　□　（7）　土地や建物を借用している場合には、それぞれの登記簿謄本の写し及び契約
書の写し（直近）
□　（8）　財産目録　別紙４
　□　（9）　資金収支計算書（会計基準省令　第1号の１様式、２様式、３様式、４様式）
　□  (10）　事業活動計算書（会計基準省令　第２号の１様式、２様式、３様式、４様式）
　□　(11)　 貸借対照表　　（会計基準省令　第３号の１様式、２様式、３様式、４様式）
□ （12）　計算書類に対する注記（法人全体用）
□ （13）　計算書類に対する注記（拠点区分用）
□ （14）　計算書類の附属明細書　　
□　(15)   固定資産管理台帳　（一覧表）
　□ （16）　預金及び借入金　残高証明書（全ての取引に係る証明書）
　　　　　　 令和８年３月31日時点の証明書
·  (17)   予算書(令和８年度分)
　□ （18）   社会福祉充実残額算定シート
　□ （19）　 社会福祉充実計画（残額が出た場合）
　□ （20）　 役員等報酬等規程
　□　・提出部数は、久慈市からの通知のとおりか。 （　２部　・　３部　・　４部　）
  □　・提出期限は、久慈市からの通知のとおりか。（提出期限：　　　年　　月　　日）

（注）（８）～（14）は貴法人の経理規程において作成すると定めているもの全てを
添付して下さい。

　　　   
１　法人の概況1

	法人名
	社会福祉法人
（ふりがな）

	代表者職・氏名
	
（ふりがな）


	主たる事務所の
所在地
	

	認可年月日
（認可番号）
	
	設立登記年月日
	

	法人の行う
事業等
	１　実施事業
(1)　社会福祉事業
	
	事業開始年月日
	施設・事業種別
	施設名・指定事業所名
	定員

	第一種社会福祉事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	第二種社会福祉事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


(2)　公益事業及び収益事業
	
	事業開始年月日
	事業種別
	事業所名・商号等
	定員・規模

	公益事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	収益事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　(3)　その他　※注１

２　主な経過　※注２



	定款変更の状況

(令和７年度以降)


※注３
	　　年　月　日
第　　号認可(届出)
(主な変更内容)





　年　月　日登記
	　　年　月　日
第　　号認可(届出)
(主な変更内容)





　年　月　日登記
	　　年　月　日
第　　号認可(届出)
(主な変更内容)





　年　月　日登記
	　　年　月　日
第　　号認可(届出)
(主な変更内容)





　年　月　日登記


（注）
１　「法人の行う事業等」の「１（３）その他」欄は、定款未記載事項を実施している場合又は定款記載事項を未実施の場合に、その現況と定款変更申請予定等について記載すること。
２　「法人の行う事業等」の「2 主な経過」欄には、役員定数の改正や施設の定員変更等、法人運営上の主要な経過を記載すること。
３　「定款変更の状況」欄には当該変更に係る登記年月日を記載すること。2





２　役員等の状況　※注１←「報酬等支給実績総額」欄は、「令和７年度」の理事（職員としての給与は除く）・監事へのそれぞれの支給実績の総額を記載すること。また、無報酬の場合は「無報酬」と記載すること。
　　※内訳について整理しておくこと。

	
	定款上の定数
	定款・報酬等規程で定める報酬総額
	報酬等支給実績総額（令和７年度）

	理　事
	名
	円
	円

	監　事
	名
	円
	円



	役職名
※注２
	氏　　名
	年齢
	職業・会社名等
（具体的に）※注３
	役員の資格要件等（該当する欄に○）※注４
	現任期
令和　年　月　日
～
令和　年度定時
評議員会終結時まで

※注５
	社会福祉
事業の
経験年数
※注６
	役員報酬
（手当）
支給額
（円）
※注７
	親族等、特殊の関係の有無
※注８

	
	
	
	
	理　事
	監　事
	
	
	
	

	
	
	
	
	①
	②
	③
	④
	⑤
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）
１　本表は、役員（理事、監事）についてのみ記載し、評議員については記載しないこと。
２ 「役職名」欄には、「理事長」「業務執行理事」「理事」「監事」を区分して記載すること。
　３ 「職業・会社名等」欄は、具体的に記入し、公職にある者は公職名も記載すること。
（例）｢○○医院院長｣｢○○会社社長・○○市市会議員｣｢○○老人ホーム園長｣｢農業委員・民生委員｣｢○○社会福祉協議会会長｣｢○○会計事務所所長｣等
　４ 「役員の資格要件等」欄は、以下を参考に該当するものに○を付けること。（理事は①～③，監事は④～⑤に該当すること。）
　　　　　　【理事】①社会福祉事業の経営に関する識見を有する者　②当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者　③施設の管理者
　　　　　　【監事】④社会福祉事業について識見を有する者　⑤財務管理について識見を有する者
　５ 「現任期」欄は，「令和○年○月○日～令和○年度」と記載すること。「定時評議員会終結時まで」の記載は省略して良い。
６ 「社会福祉事業の経験年数」欄は、当該法人以外で社会福祉法第2条に定める事業に携わった経験年数を記載すること。
　　　　　　〔第2条に定める事業（例）〕「○○保育園園長」「○○特別養護老人ホーム指導員」等
７ 「役員報酬（手当）支給額」欄は、R７年度の総支給額を記載すること。ただし、理事会及び監事監査（出納調査を含む）への出席手当は含まないこと。
　８ 「親族等、特殊の関係の有無」欄は、各役員又は各評議員について親族等の特別の関係者がいる場合に記載すること。
（記載例）「理事○○の長男」「理事長の妻」「理事○○の会社役員」等
　９ 行が不足する場合は、適宜行を追加すること。3

３　評議員会の状況　※注１
	
	定款上の定数
	定款・報酬等規程で定める報酬総額
	報酬等支給実績総額（令和７年度）

	評議員
	名
	円
	円


←「報酬等支給実績総額」欄は、「令和７年度」の理事（職員としての給与は除く）・監事へのそれぞれの支給実績の総額を記載すること。また、無報酬の場合は「無報酬」と記載すること。
　　※内訳について整理しておくこと。




	氏　　名
	年齢
	職業・会社名等
（具体的に）
※注２
	現任期
令和　年　月　日
～
令和　年度定時評議員会の
終結時まで
※注３
	社会福祉
事業の
経験年数
※注４
	報酬（手当）
支給額
（円）
※注５
	
親族等、特殊の関係の有無
※注６



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）
１　本表は、評議員について記載すること。
　２ 「職業・会社名等」欄は、具体的に記入し、公職にある者は公職名も記載すること。
（例）｢○○医院院長｣｢○○会社社長・○○市市会議員｣｢○○老人ホーム園長｣｢農業委員・民生委員｣｢○○社会福祉協議会会長｣｢○○会計事務所所長｣等
　３ 「現任期」欄は，「令和○年○月○日～令和○年度」と記載すること。「定時評議員会終結時まで」の記載は省略して良い。
４ 「社会福祉事業の経験年数」欄は、当該法人以外で社会福祉法第2条に定める事業に携わった経験年数を記載すること。
　　　　　　〔第2条に定める事業（例）〕「○○保育園園長」「○○特別養護老人ホーム指導員」等
　５ 「報酬（手当）支給額」欄は、R７年度の総支給額を記載すること。ただし、評議員会等への出席手当（日当・費用弁償・旅費）は含まないこと。
　６ 「親族等、特殊の関係の有無」欄は、各評議員について親族等の特別の関係者がいる場合に記載するとともに、その関係を記載すること。
　　　　　　（記載例）「評議員○○の長男」「評議員○○の妻」「評議員○○の会社役員」等
　７　行が不足する場合は適宜行を追加すること。
4

４　役員研修の状況（令和７年度以降，監査直近時まで）

	実施年月日
	研修会名
	主催者
	開催場所
	参加者職氏名
	研修内容
	研修結果の報告方法

	
	
	
	
	
	
	


5

7
7

５　評議員選任・解任委員会の開催状況（令和７年度以降監査直近時まで）
	開催年月日
	出席者数
／総数
（選任・解任委員）
	議題
	出席者氏名
（選任・解任委員）
	欠席者氏名
（選任・解任委員）

	





	／
	
	
	


（注）評議員を選任・解任委員会以外の方法で選任している場合は、その会議等の概要を記載すること。


６　評議員会・理事会の開催状況（令和７年度以降監査直近時まで）　
(1)　評議員会
	招集通知日
開催年月日
	出席者数
／総数
	議題
	欠席者氏名

	通知日



開催日

	／
	
	

	通知日



開催日

	／
	
	

	通知日



開催日

	／
	
	


（注）
１　招集手続きの省略により開催した場合は、通知日に招集手続きの省略と記載すること。
２　決議（又は報告）の省略を行った理事会についても記載すること（書面参加ではないことに注意）。その場合は、開催日は決議（又は報告）があったものとみなされた日、出席者は空欄で、議題は、「決議（又は報告）の省略による」と記載した上で、議題を記載すること。6


 (2)　理事会
	招集通知日
開催年月日
	理事・監事
出席者数
／総数
	議題
	欠席者氏名
（理事）
	欠席者氏名
（監事）

	通知日



開催日


	理事

／

監事

／
	
	
	

	通知日



開催日


	理事

／
監事

／
	
	
	

	通知日



開催日


	理事

／

監事

／
	
	
	

	通知日



開催日


	理事

／

監事

／
	
	
	

	通知日



開催日


	理事

／

監事

／
	
	
	


（注）
１　招集手続きの省略により開催した場合は、通知日に招集手続きの省略と記載すること。
２　決議（又は報告）の省略を行った理事会についても記載すること（書面参加ではないことに注意）。その場合は、開催日は決議（又は報告）があったものとみなされた日、出席者は空欄で、議題は、「決議（又は報告）の省略による」と記載した上で、議題を記載すること。


７　監査の状況（令和７年度以降監査直近時まで）　7



(1) 監事監査の実施状況（出納調査は含まないこと）
	監　査
年月日
・時間
	監査実施者名
	監査結果の内容及び指示・指摘事項
	改善状況
	今後の改善計画

	
	
	
	
	



(2) 自主的内部点検の実施状況
	監　査
年月日
・時間
	実施者職氏名
	点検内容及び指示事項
	改善状況
	今後の改善計画

	
	職名
	氏　　名
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）
１　上記(1)及び(2)の「監査年月日・時間」欄には、監査の開始時間と終了時間を「○：○○～○：○○」のように記載すること。
２　監査及び内部点検の内容及び指示事項等は、具体的に記載すること。8

８　資産（土地・建物）等の状況　※注１、注２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[　　　　年　　月　　日現在] 
※本表は監査直近月末現在で作成すること。
	区　　分
	所在地

※登記事項証明書と同様の記載とすること。
	地目、
構造及
び用途
	面　　積
	取　得
（建設）
年月日
	担保提供の状況
	抵当権
設　定
年月日

	
	
	
	定款
㎡
	登記簿
㎡
	
	提供の
有無
	提供先
	所轄庁
の承認
の有無
	

	1 基本財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (1) 土　地
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (2) 建　物
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2 運用財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (1) 土　地
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (2) 建　物
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3 公益事業用財産等
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (1) 土　地
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (2) 建　物
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4 借地等
※注３
	
	
	
	
	契約書
	相手方
	利用権登記
	借地料
年　額
	支払区分

	 (1) 土　地
	
	
	
	
	有
	無
	
	有
	無
	
	本部
	施設

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 (2) 建　物
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



	《借地に係る利用権を設定していない理由》


（注）
１　土地及び建物はそれぞれ１筆、１棟ごとに記載すること。
２　土地及び建物の配置状況が分かる図面を添付すること。
３　借地等については、法人及び施設で使用している全てを
　記載すること。
9




９　借入金の状況　※注１
[令和７年度末現在]
	借入先
	理事会の承
認の有無・
承認年月日※注２
	借入目的
※注３
	借入金額
	契　約
年月日
	借入
期間
	利率
	現在残高
	年
度
	年間償還額　※注４
	償還額の財源内訳　※注４

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	元金
	利息
	合計
	県・市
補助金
	役　員
寄　附
	民改費
繰　入
	特別会計
繰　入
	施設会計
運用収入繰入
	その他
	合計

	
	
	
	円
	
	年
	％
	円
	Ｒ
7 
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ｒ
8
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ｒ
7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ｒ
8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ｒ
7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ｒ
8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ｒ
7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ｒ
8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	Ｒ
7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ｒ
8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）
１　本表に記載する借入金は、施設整備資金に限らず、つなぎ資金・経営資金等を含むこと。また、借入先は、金融機関に限らず、役員等個人からの借入金についても記載すること。
２ 「理事会の承認の有無・承認年月日」欄は、借入に係る理事会の承認（議決）の有無及び当該借入を承認した理事会開催年月日を記載すること。
３ 「借入目的」欄は、複数の事業を実施している場合には、「○○施設の○○のため」等具体的に記載すること。
４ 「年間償還額」及び「償還額の財源内訳」欄には、上段にR7年度実績、下段にR8度予定額を記載すること。10





10　本部における拠点区分（サービス区分）からの借入状況　※措置等施設を経営する法人のみ

	借入年月日
	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日

	借入金額
	円
	円
	円

	借入理由
	
	
	

	返済状況
	完済　・　未済
	完済　・　未済
	完済　・　未済

	未済の場合の残額
	円
	円
	円



（注）
１　本部経理区分の施設経理区分からの借入金について、R7年度中の借入（返済済を含む）及びR6年度以前の借入であってR7年度末に未済であるものを記載すること。
２　R7年度末で未済がある場合は、その具体的返済計画を記載すること。

	返済計画









11　拠点区分（サービス区分）から本部等への繰入状況（令和７年度）※措置等施設を経営する法人のみ
　　運営費（措置費）収入、運用収入及び前期末支払資金残高の取崩別の繰入額の状況
	区分
	繰入金を発生させた施設経理区分
	計

	
	
	
	
	

	運営費（措置費）からの繰入額
	円
	円
	円
	円

	※うち民改費管理費加算(２％)相当額【注1】
	円
	円
	円
	円

	運用収入からの繰入額
	円
	円
	円
	円

	※うち収入決算額の事務費（人件費・管理費）相当額から生じた運用収入　【注2】　　　
	円
	円
	円
	円

	小　　　　　　計
	円
	円
	円
	円

	前期末支払資金残高の取崩からの繰入額
	円
	円
	円
	円

	合　　　　　　計
	円
	円
	円
	円




（注）　「社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について」（H16.3.12厚生労働省関係局関係課長通知）における「問5」に該当する場合には、【注1】及び【注2】を記載すること。

12　寄附金の状況
(1) 役職員の寄附の状況　※注１、注２　　　　　　　※本表は監査直近月末現在で作成すること。
	役職名
	氏名
	令和７年度
	令和８年度
	寄附理由

	
	
	本部で受入れ
	拠点・サービス区分
で受入れ
	本部
で受入れ
	拠点・サービス区分
で受入れ
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	


（注）
１　役職員とは、当該法人の役員及び施設職員とし、金額の多少にかかわらず当該法人又は施設に寄附している額を記載すること。
２　職員からの寄附については、「寄附理由」欄に寄附の理由を具体的に記載すること。
　　３　　本表の令和８年度分については、監査直近時までの実績を記載すること。
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(2) 一般の寄附の状況（役職員除く）　※注１　　　　　※本表は監査直近月末現在で作成すること。

	区分
	令和７年度
	令和８年度
	寄附理由

	
	本　　　部
で受入れ
	拠点・サービス区分
で受入れ
	本　　　部
で受入れ
	拠点・サービス区分
で受入れ
	

	
	人数
	金額
	人数
	金額
	人数
	金額
	人数
	金額
	

	業者
	人
	円
	人
	円
	人
	円
	人
	円
	

	（うち取引業者）
	(   )
	(       )
	(   )
	(       )
	(   )
	(       )
	(   )
	(       )
	

	※注２
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	利用者　　※注３
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	利用者の家族※注３
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	利用者の遺族※注３
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（注）
１　寄附物品については、収入計上したものについて、各欄の下段に（　）書きで別掲とすること。
２ 「業者」欄（企業・商店等）については、業者のうち施設整備及び運営等について直接施設と取引関係がある業者については上段に（　）書で再掲とすること。
３　利用者及び利用者の家族（遺族）からの寄附については、「寄附理由」欄にその内容を記載すること。
４　本表の令和８年度分については、監査直近時までの実績を記入すること。

(3) 寄附金関係帳簿等の整備状況　※注

	帳簿等
	整備状況
	〔未整備の場合、その理由〕

	寄附申込書
	有・無
	

	寄附受領書の交付
	有・無
	

	寄附金台帳
	有・無
	

	
	
	



（注）
「整備状況」欄に「無」の帳簿等がある場合は、「理由」欄に未整備の理由を記入すること。12





13　工事の実施状況及び高額物品の購入状況　※注１

(1) 工事の実施状況

	工事名
	工事金額（円）
	工期
	契約方法
	指名
（見積）
業者数
	契約書の有無
	工事事務の状況
	備考

	
	
	
	入札
	随意契約
	
	有
	無
	実施伺い又は契約伺い年月日
年月日
	左の決裁者
職・氏名
	予定価格・
その決定根拠
	左の作成者
職・氏名
	完成確認年月日
確認者職・氏名
	支払年月日
	

	
	
	・　・
～
・　・
	一般

指名

	不落

その他

	
	
	
	・　　・
	（職）

（氏名）

	予定価格
根拠
・設計業者見積り
・建設業者見積り
・その他（　　　　　　　）
	（職）

（氏名）

	・　・
（職）

（氏名）

	・　・
	

	
	
	・　・
～
・　・
	一般

指名

	不落

その他

	
	
	
	・　　・
	（職）

（氏名）

	予定価格
根拠
・設計業者見積り
・建設業者見積り
・その他（　　　　　　　）
	（職）

（氏名）

	・　・
（職）

（氏名）

	・　・
	



(2) 高額物品の購入状況

	物品名
	購入金額（円）
	納期限
	契約方法
	指名
（見積）
業者数
	契約書の有無
	購入事務の状況
	備考

	
	
	
	入札
	随契
	
	有
	無
	実施伺い又は契約伺い年月日
年月日
	左の決裁者
職・氏名
	予定価格・
その決定根拠
	左の作成者
職・氏名
	納入確認年月日
確認者職・氏名
	支払年月日
	

	
	
	・　・
	一般

指名

	不落

その他

	
	
	
	・　　・
	（職）

（氏名）

	予定価格
根拠
・納入業者見積り
・カタログ価格（定価）
・その他（　　　　　　　）
	（職）

（氏名）

	・　・
（職）

（氏名）

	・　・
	

	
	
	・　・
	一般

指名

	不落

その他

	
	
	
	・　　・
	（職）

（氏名）

	予定価格
根拠
・納入業者見積り
・カタログ価格（定価）
・その他（　　　　　　　）
	（職）

（氏名）

	・　・
（職）

（氏名）

	・　・
	

	
	
	・　・
	一般

指名

	不落

その他

	
	
	
	・　　・
	（職）

（氏名）

	予定価格
根拠
・納入業者見積り
・カタログ価格（定価）
・その他（　　　　　　　）
	（職）

（氏名）

	・　・
（職）

（氏名）

	・　・
	


（注）
１　本表は、監査実施年度及びその前年度中に完了し、又は実施中の工事（１件1,000千円超）及び物品購入（１件100万円超※）に係るものについて記載すること。
２ 「契約方法」、「契約書の有無」及び「予定価格・その決定根拠」の欄には、該当する項目に「○」を記載すること。
13




14　(1) 社会福祉充実計画
　ア　充実残額の算定結果　　※注
	社会福祉充実残額の算定結果(令和７年度)

	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円



[bookmark: _GoBack]


(注)令和７年度の算定結果を記載のこと。残額がマイナスになった場合も、マイナスの額を記載のこと。

　イ　社会福祉充実計画策定の有無
	有　・  無



ウ　社会福祉充実計画の実施状況(上記 イ で「有」の場合、記載のこと。)　　※注１、注２
	実施
時期
	事業名
	事業種別
	既存・新規
の別
	事業概要
	施設整備の
有無
	事業費

	１か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	２か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	３か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	４か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	５か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	合　計
	


(注)
１　事業実績を記載のこと。
２　欄が不足する場合は適宜追加すること。

    
15　その他
　(1) 会計監査人の監査　　　　※注１
	実施時期
	対象施設等
	監査法人
	監査報告の
意見
	指摘がある場合の指摘内容及び改善状況

	　　　 年　 月 　日
	
	
	有　・　無
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(2) 会計監査人による監査に準ずる監査　　　　※注２
	実施時期
	対象施設等
	監査法人
	監査報告の
意見
	指摘がある場合の指摘内容及び改善状況

	　　　 年　 月 　日
	
	
	有　・　無
	



(3) 専門家による財務会計に関する内部統制の向上に対する支援又は財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援　　　　　※注３
	区分
	実施時期
	対象施設等
	実施者
	指摘の有無
	指摘がある場合の指摘内容及び
改善状況

	
	  年　月　日
	
	
	有　・　無
	


(注)
１　事業規模が政令で定める基準を超える法人で会計監査人の設置を定款に定めている法人（政令で定める基準とは法人単位事業活動計算書の年間のサービス活動収益の額が30億を超える法人又は貸借対照表の負債の額が60億円を超える法人）
２　事業規模が上記の政令で定める基準を超えない法人で、会計監査人の設置を定款に定めている法人
３　審査基準第３　法人の組織運営６　法人の組織運営に関する情報開示等に定めている公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人を活用している法人
４　該当しない場合は記載不要であること

　(4) 苦情解決への取組状況
	実施体制
	苦情解決責任者
	配置の有無　
	有・無
	〔所属・職・氏名〕

	
	苦情受付担当者
	施設等ごとの配置の有無
	有・無
	〔所属・職・氏名〕

	
	第三者委員
	配置の有無
	有・無
	・設置人数　　〔　　　人〕
・委員の任期の有無　　〔有・無〕

	利用者等への制度の周知等
※注２
	制度の周知の
対象者
	利用者・利用者の家族（保護者）・その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	他の相談等機関
の周知　※注３
	岩手県福祉サービス運営適正化委員会・国民健康保険団体連合会（介護保険関係）

	
	周知の方法
	広報誌配付・ＨＰ掲載・説明会開催・その他（　　　　　　　　　　　　）

	苦情解決結果の公表※注２
	結果の公表　　の有無
	有・無
	公表方法
	事業報告書掲載・ＨＰ掲載・その他（　　　　　　　）


　

（注）
　　１　各項目の「有・無」欄は、該当するものを○で囲むこと。
　　２ 「利用者等への制度の周知等」及び「苦情解決結果の公表」の各欄は、該当するものを○で囲むか又は具体的内容を記載すること。
　　３ 「利用者等への制度の周知等」の「他の相談等機関の周知」欄は、利用者や家族に対して、岩手県福祉サービス運営適正化委員会及び介護保険事業における国民健康保険団体連合会についても周知している場合に、当該項目を○で囲むこと。
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　(5) 福祉サービス第三者評価の受審状況　※注１、注２
	受審年月日
	受審施設等（評価機関名）
	結果公表
の有無
	公表方法

	　年　月　日
	
	有・無
	

	　年　月　日
	
	有・無
	

	　年　月　日
	
	有・無
	


　（注）
　　１　同一施設で複数回受審している場合には、直近の受審実績により記載すること。
　　２　複数の施設の受審実績がある場合には、全施設の受審状況を記載すること。


16 地域における公益的な取組　
（1）地域における公益的な取組の実施の有無　　　有　・　無　
※平成28年の社会福祉法改正において、日常生活・社会生活上の支援を必要とする者に対して無料又は低額の料金により、福祉サービスを提供することが社会福祉法人の責務として位置づけられたもの。

（2）地域における公益的な取組の実施状況
（※上記で「有」の場合、現況報告書のコード分類ごとに記載のこと）16

	取組類型コード分類
	取組の名称
	取組内容

	①地域の要支援者に対する相談支援　
	
	

	②地域の要支援者に対する配食、見守り、移動等の生活支援
	
	

	③地域の要支援者に対する権利擁護支援
	
	

	④地域の要支援者に対する資金や物資の貸付・提供
	
	

	⑤既存事業の利用の減額
・免除
	
	

	⑥地域の福祉ニーズ等を把握するためのサロン活動
	
	

	⑦地域住民に対する福祉教育
	
	

	⑧地域の関係者とのネットワークづくり
	
	

	⑨その他
	
	


　
（注）記載に当たっては、別添資料（社会福祉法人・福祉施設の「地域における公益的な取組」の発信率100％へ）を参照のこと
　　
【記載例】
	①地域の要支援者に対する相談支援
	IWATEあんしんサポート事業
	法人と市町村社協が連携して日常生活上の福祉的な困りごとの解決に向け支援を実施

	②地域の要支援者に対する配食、見守り、移動等の生活支援
	配食サービス事業
	独居老人の配食、見守りと慶弔のサービスを実施

	⑦地域住民に対する福祉教育
	福祉人材育成事業
	実習生や研修生等の受入れにより福祉人材の育成を実施

	⑧地域の関係者とのネットワークづくり
	災害時に備えたコミュニティづくり
	町内会と災害時の誘導や防災訓練を実施。施設を避難場所として登録・運用
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